
分野 施策 内容・課題等 〜2030年 〜2050年 産業 業務 家庭 運輸 ⾏政 市⺠ 事業者

⾃然 100平⽅メートル運動の森づくり 健全な⽣態系の再⽣による森林・⼟壌へのCO2吸収・固定能⼒の向上 〇 ○ ○ ○ ○ ○

再エネ（熱） 温泉熱、温泉排熱の有効活⽤ 温泉熱の徹底した（段階的な）利⽤、温泉資源の持続的な活⽤（温泉熱は温泉組合が
集約）

〇 ○ ○ ○ ○ ○ ○

再エネ（電気） 壁⾯や屋根置き太陽光発電の設置（⾃家消費型） ⽣態系や景観保全への最⼤限の配慮が必要、シンボル的な設置も要検討 〇 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

そのほか 環境教育の普及促進 「気づきの場所」としての情報発信、体験機会の提供 〇
斜⾥版気候環境教育の

推進
○ ○ ○ ○ ○

交通 ⼆次交通としてのEVカーシェアリングの普及 観光客の国⽴公園内の移動に伴う脱炭素化、利⽤促進に資する情報提供サービス等の
付加

○ ○ ○ ○

交通 EV⽤受電設備の普及 EVカーシェアリング導⼊拡⼤の⼊り⼝ ○ ○ ○ ○

交通 e-bikeの普及 観光客の国⽴公園内での移動に伴う脱炭素化の促進、旅を楽しむ付加価値の提供 ○ ○ ○ ○

交通 国⽴公園内の⾃動運転バスの導⼊ サービス向上を前提としたバス利⽤促進および⾃動化。実⽤化は近未来には困難。 ○ ○ ○

交通 国⽴公園内のマイカー規制（パークアンドライド推進） 観光客の国⽴公園内の移動に伴う脱（低）炭素化、野⽣動物への負荷低減への貢献。
観光客へのストレス減が課題。

○ ○ ○

交通 ⼆次交通としてのバス利⽤促進 マイカー規制の前提。バス利⽤することで得られるサービス向上が課題。 ○ ○ ○ ○

そのほか 持続可能な観光地づくり・サステナブルツーリズム 地域資源の保全・利⽤の在り⽅の提案・定着、参加・体感することでの旅の質（サー
ビス）向上

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

そのほか 脱プラスチックの取組 宿泊施設でのアメニティにおける使い捨てプラスチックの削減 ○ ○ ○ ○

再エネ（電気） 電⼒の地域循環・⾯的利⽤ 卒FIT後を想定、運⽤⾯（収⽀）が課題 〇 地域新電⼒の検討 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

再エネ（電気） 壁⾯や屋根置き太陽光発電の設置（⾃家消費） 限られたスペースの効果的に活⽤。公共施設（学校）等の⼤規模改修時の導⼊。蓄電
池導⼊も検討

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

省エネ 新築時はZEH・ZEBの推進、改修時は断熱の推進 現在は需要はないが、技術的には可能。新築物件への普及を期待。 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

省エネ 省エネ家電の活⽤（LED化の推進など） 公共では進んでいる⼀⽅、事務事業、家庭での機器更新に合わせた推進に期待 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

再エネ（電気） 上⽔道設備を活⽤したマイクロ⽔⼒発電 上⽔道の減圧弁活⽤に期待 〇 ○ 〇 〇

再エネ（電気） 分散型エネルギー（再エネ）の近接地での⾯的利⽤ 公共施設間などにおけるエネルギー融通・⾯的活⽤ 〇
斜⾥版地域マイクログ

リッドの検討
〇

そのほか 環境教育の普及促進 「気づきの場所」としての情報発信、体験機会の提供 〇
斜⾥版気候環境教育の

推進
○ ○ ○ ○ ○

省エネ ⼆酸化炭素の排出量が少ない発電事業者からの電⼒購⼊ ⾃発的な選択のほか、外部要因の改善にも期待 〇 〇 〇 〇 〇 〇

省エネ Ai、ICTを活⽤した排出量・削減効果の⾒える化 CO2排出量、取組、⽬標などの⾒える化により理解促進を図る 〇 ○ ○ ○ ○ 〇 〇 〇

交通 コミュニティバスの拡充やオンデマンド交通の導⼊ ⾼齢化社会への対応も視野に、利便性の向上を要検討 〇 〇 〇 〇

そのほか テレワークの推奨（活⽤の再エネ最適化） 働き⽅の⾒直しも期待 〇 〇 〇 〇 〇

そのほか ワーケーションの拡⼤ スローワークス、ワーケーションなど、働き⽅の⾒直しも期待 〇 〇 〇 〇

そのほか コンパクトなまちづくり まちづくりと合わせた⻑期の視点が必要 〇

公共施設における
率先導⼊

ウトロ地区

知床の恵みと調和する
脱炭素を⽬指して

（課題）
 環境・景観の保全を最優先、省エネ中
⼼、観光サービスの質を損なわない、イ

ンフラ

市街地

地域資源を活かした
安⼼安全なまちづくり

（課題）
将来のまちの在り⽅を⾒据えた取組（雇
⽤や交通など）、防災対策、太陽光発電

のFIT終了後の取扱い

想定される対応者対象期間
区分 コンセプト（看板）

想定される取り組み 想定される部⾨
⾏政が検討する
取組（案）

ゼロカーボンパークの
実現に向けて
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想定される対応者対象期間
区分 コンセプト（看板）

想定される取り組み 想定される部⾨
⾏政が検討する
取組（案）

再エネ（熱・電気） 熱電供給施設の導⼊、公共施設・⼯場間の熱・電⼒融通 ⼯場の季節的な稼働を踏まえたエネルギー需給の平準化。コスト、安全性の保証が課
題。

〇 地域新電⼒の検討 〇 〇 〇 〇 〇

再エネ（電気） 農業残渣を活⽤したバイオマス発電など 現在はバイオマス発電（他⾃治体）や飼料として活⽤。⼀部未利⽤なものもある。 〇 〇 〇 〇

再エネ（熱・電気） 地域内でのエネルギー循環（⽊材有効活⽤など） 現在は⽊質バイオマスの確保は困難 〇 〇 〇 〇

交通 ⼤型配送⾞への合成燃料の活⽤・運輸部⾨の取組推進 ⾞両の更新頻度が⻑期的なことから、現在の⾞両を活⽤しつつ低炭素化を図る。 〇 〇 〇 〇 〇

再エネ（電気） 耕作放棄地、⾞庫や資材倉庫への太陽光発電設置 休耕地等、発電設備の設置可能性はあり 〇 〇 〇 〇

省エネ 農機⼤型化、シェアリングの推進 農機の更新頻度に合わせて⻑期的な視点から、低炭素化を図るとともに、効率的な運
⽤に期待。

〇 〇 〇 〇

省エネ 農業機械の⾃動化等による効率運⽤の推進 効率的な運⽤による低炭素化。現在も⾃動運転技術はかなり普及。⼈⼿不⾜への対応
も想定。

〇 〇 〇

省エネ 農業機械の燃料の改質 農機の更新頻度が⻑期であることから、現在の農機を活⽤しつつ低炭素化を図る 〇 〇 〇 〇

再エネ（熱・電気） ビートパルプの利⽤（エネルギー利⽤） 現状、多くの農業残渣は飼料等として流通するなど処理⼿法が確⽴。可能性を有する
ビートバルプもバイオマスとして活⽤するには機械導⼊等の負担が課題となる。

〇 〇 〇 〇

そのほか 畑地のCO2吸収・固定 畑地における有機物の含有量増加を図ることにより吸収・固定量の増加を図る。 〇 〇 〇

省エネ 漁船の燃料改質・省エネ化 船の更新頻度が⻑期であることから、現在の漁船を活⽤しつつ低炭素化を図る。エン
ジン載せ替えに際して適時。

〇 〇 〇

再エネ（熱・電気） 漁業残渣を活⽤したバイオマス発電など 現時点では堆肥等に活⽤ 〇 〇 〇 〇

省エネ センシング技術を活⽤した漁船運航の効率化 効率的な運⽤を図ることで低炭素化を図る。世代交代が進んでおり新技術への抵抗は
少ない。

〇 〇 〇

省エネ 冷凍・冷蔵の省エネ 冷凍・冷蔵設備の省エネ化は進んできている。 〇 〇 〇

再エネ（電気） 既存の系統線や⾃営線を活⽤した地域再エネの地産地消 卒FITを想定した仕組みづくりの検討。産業間での連携も期待。 〇 地域新電⼒の検討 〇 〇 〇 〇 〇

再エネ（電気） 地域間連携による再エネ融通 各地域の特性も踏まえた地域間での需給平準化を図る 〇 〇 〇 〇 〇

交通 再エネ電⼒×EVによるゼロカーボンドライブの普及 地域間連携による広域な取り組みへの期待 〇 〇 〇 〇 〇 〇

そのほか VRの充実による遠隔サービスの拡充 地域の強みを⽣かしながら暮らしの中でのサービス向上を図る 〇 〇 〇 〇 〇

3町協議会
の⽴ち上げ

中斜⾥（⼯場）

産官連携による
地域裨益型再エネの普及

（課題）
農業残差処理、トラック輸送の⼈⼿不⾜

農業

脱炭素と安⼼できる⽣産環
境・⽣活環境の同時実現

（課題）
農業残差処理、トラック輸送の⼈⼿不⾜

漁業（海）

資源を守り育てる
持続可能な漁業を⽬指して

（課題）
トラック輸送の⼈⼿不⾜

地域間連携

知床を軸とした
地域間連携の深化

（課題）
若者に魅⼒ある雇⽤の確保、空港や⼤都
市との移動⼿段の充実、地域医療や学び
の場の充実、電線地中化等のインフラの

整備


